
 

議案第１９３号 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和５年１１月２９日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

さいたま市個人番号の利用に関する条例（平成２７年さいたま市条例第６０号）の 

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 
機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法

（昭和２

５年法律

第２２６

号）その

他の地方

税に関す

る法律及

びこれら

の法律に

基づく条

例又は森

林環境税

及び森林

環境譲与

税に関す

る法律（

平成３１

年法律第

３号）に

よる地方

税若しく

は森林環 

［略］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法

（昭和２

５年法律

第２２６

号）その

他の地方

税に関す

る法律及

びこれら

の法律に

基づく条

例による

地方税の

賦課徴収

又は地方

税に関す

る調査（

犯則事件

の調査を

含む。）

に関する

事務（国

民健康保 

［略］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 境税の賦

課徴収又

は地方税

若しくは

森林環境

税に関す

る調査（

犯則事件

の調査を

含む。）

に関する

事務（国

民健康保

険税に関

するもの

を除く。

）であっ

て規則で

定めるも

の 

 

２ 市長  ［略］ 中国残留邦人等支援

給付等関係情報、生

活保護関係情報、介

護保険給付等関係情

報、医療保険給付関

係情報、国民健康保

険税賦課徴収情報、

障害者関係情報、さ

いたま市市営住宅条

例（平成１３年さい

たま市条例第２６７

号）による入居者の

家賃に関する情報（

以下「市営住宅家賃

情報」という。）、

特定疾病児童等日常

生活用具給付等事務

に関する情報、心身

障害者福祉手当支給

事務に関する情報、

補装具自己負担額助

成に関する事務に関

する情報、ひとり親

医療費等助成事務に

関する情報、地方税

法その他の地方税に

関する法律及びこれ

らの法律に基づく条

例若しくは森林環境

税及び森林環境譲与

税に関する法律の規 

 険税に関

するもの

を除く。

）であっ

て規則で

定めるも

の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市長  ［略］ 中国残留邦人等支援

給付等関係情報、生

活保護関係情報、介

護保険給付等関係情

報、医療保険給付関

係情報、国民健康保

険税賦課徴収情報、

障害者関係情報、さ

いたま市市営住宅条

例（平成１３年さい

たま市条例第２６７

号）による入居者の

家賃に関する情報（

以下「市営住宅家賃

情報」という。）、

特定疾病児童等日常

生活用具給付等事務

に関する情報、心身

障害者福祉手当支給

事務に関する情報、

補装具自己負担額助

成に関する事務に関

する情報、ひとり親

医療費等助成事務に

関する情報、地方税

法その他の地方税に

関する法律及びこれ

らの法律に基づく条

例の規定により算定

した税額若しくはそ

の算定の基礎となる 



 

  定により算定した税

額若しくはその算定

の基礎となる事項若

しくはその徴収に関

する情報（国民健康

保険税に関するもの

を除く。以下「地方 
税関係情報」という。

）、国民年金法（昭

和３４年法律第１４

１号）若しくは厚生

年金保険法（昭和２

９年法律第１１５号

）による年金である

給付の支給若しくは

保険料の徴収に関す

る情報（以下「年金

給付関係情報」とい

う。）、地域子ども

・子育て支援事業情

報又は保育所費用徴

収情報であって規則

で定めるもの 
３～３７ ［略］ 

 

  事項若しくはその徴

収に関する情報（国

民健康保険税に関す

るものを除く。以下

「地方税関係情報」

という。）、国民年

金法（昭和３４年法

律第１４１号）若し

くは厚生年金保険法

（昭和２９年法律第

１１５号）による年

金である給付の支給

若しくは保険料の徴

収に関する情報（以

下「年金給付関係情

報」という。）、地

域子ども・子育て支

援事業情報又は保育

所費用徴収情報であ

って規則で定めるも

の 
 
 

３～３７ ［略］ 
 

  

附 則 

この条例は、令和６年１月１日から施行する。 


